
令和３年度第 1回大熊町ゼロカーボンビジョン検討会 

 

 

令和３年１１月１日（月） 

１５：００～１７：００ 

大熊町役場２階 大会議室 

 

 

１.開会 

２.議事 

（１）大熊町ゼロカーボンビジョン検討会の設置について 

（２）大熊町における現在の取組について 

（３）ゼロカーボンビジョンの算定範囲及び評価方法（案）について 

（４）今後の予定について 

３.閉会 
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令和３年９月 22 日施行 

 

大熊町ゼロカーボンビジョン検討会設置要綱 

 

（設置趣旨） 

第１条 本検討会は、「大熊町ゼロカーボンビジョン」（以下「ビジョン」という。）に

掲げる「2040 年までのゼロカーボンの実現」に関し、大熊町が行う各種施策の評価

を行い、大熊町に対し必要な技術的助言を行うとともに、大熊町における復興事業

の進展やそれに伴う帰還者及び移住者の増加、その他今後起こりうる状況の変化等

を踏まえ、必要に応じ、ビジョンの改定を行うことを目的とする。 

 

（所掌事項） 

第２条 検討会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）ビジョンの改定に関すること 

（２）大熊町がビジョンの実現のために行う施策の分析・評価に関すること 

（３）大熊町ゼロカーボンの推進による復興まちづくり条例（令和３年条例第 22 号）

第 21 条に基づき町長が行う施策の実施状況の報告及び公表に関すること 

（４）その他ビジョンの実現に向け必要な事項に関すること 

 

（組織） 

第３条 検討会の委員は、所掌事項に知見を有する有識者で構成する。 

２ 委員の任期は３年とする。 

３ 検討会の座長は、委員の互選によって定めるものとし、座長は会議の議事運営に

当たるものとする。 

 

（会議の公開） 

第４条 検討会は非公開とする。 

２ 検討会の資料は、検討会終了後、速やかに大熊町役場ホームページにおいて公表

する。 

３ 検討会の議事録は、検討会終了後、各委員の確認を経て、大熊町役場ホームペー

ジにおいて公開する。 

 

（守秘義務） 

第５条 委員は、本検討会で知り得た情報を正当な理由なく第三者に漏らしてはなら

ない。ただし、前条第２項及び第３項に基づき公表された情報についてはこの限り

ではない。 

 

（事務局） 

第６条 検討会の事務局は、大熊町役場ゼロカーボン推進課に置く。 

 

 

附則 

 この要綱は、令和３年９月 22 日から施行する。 

資料１ 



1

大熊町における現在の取組について

2021年11月 大熊町役場ゼロカーボン推進課

資料２



2021年の大熊町の状況① 人口等

 現在の大熊町の居住人口は約900人。
 復興関連の事業者の活動が中⼼となっている。

人数
町内居住人口
（住⺠登録なしの居住
者を含む）

926人

町内居住者数
（住⺠登録あり）

353人

住⺠登録者数 10,172人

町内居住状況（令和3年10月1日現在）

町⽴校
在籍者数

町⽴校
以外

幼稚園 4人 288人
小学校 7人 574人
中学校 3人 334人

合計 14人 1,196人

就学状況（令和3年4月6日現在）
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2021年の大熊町の状況② まちづくりの状況
 本年4月5日に商業施設「おおくまーと」がオープン。同10月17日には併設の交流

施設「linkる大熊」及び宿泊温浴施設「ほっと大熊」が開業。
 現在、2023年4月の大熊町新教育施設の開校に向け、実施設計を進めている。

【商業施設「おおくまーと」】
飲食店、カフェ、雑貨店、美容室、コインランドリー、電気店、

コンビニエンスストアが入店

【大熊町新教育施設】
保育所、幼稚園、小・中学校が一体となった施設

【ほっと大熊】
カフェや休憩スペースを併設する温浴施設と宿泊施設

【linkる大熊】
図書室、キッズルーム、各種スタジオ、研修室、ホールを

有する地域交流の発信場所



大熊るるるん電⼒株式会社の設⽴

 ゼロカーボンビジョンを受け、新電⼒会社の運営を担うパートナー企業として、地元で
廃炉事業等を⾏っている株式会社エイブルを選定。本年7月に新電⼒事業を通じ
たゼロカーボン推進に係る連携協定を締結。

 その後、地元⾦融機関である東邦銀⾏・大東銀⾏からも出資をいただき、本年9
月28日に「大熊るるるん電⼒株式会社」を設⽴。

【株式会社エイブルとの連携協定締結】

4

【大熊るるるん電⼒株式会社の設⽴】
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大熊町ゼロカーボンの推進による復興まちづくり条例（抄）

第１条 この条例は、（中略）、2040年までの脱炭素社会の実現を図り、もって原子力災害からの復興
と現在と将来の町民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに、持続可能な地球世界の実現に
貢献することを目的とする。

第13条 町内に事業所を有する事業者（中略）は、毎年度、別に定める様式により、事業活動に伴うエ
ネルギーの消費量等について、町長に報告しなければならない。

第14条 町長は、町内でエネルギー事業を行う事業者（中略）に対して、毎年度、別に定めるところに
より、脱炭素社会の達成のため、エネルギーの供給量等に関する情報の提供を求めることができる。

報告されたデータを元に、毎年度施策の分析・評価を⾏い、
PDCAサイクルを回すことで、施策の実効性を高めていく。
条例を踏まえ、ZEB・ZEH、EV・FCV等に対する補助制度を
検討中。

大熊町ゼロカーボンの推進による復興まちづくり条例

 ９月議会において「大熊町ゼロカーボンの推進による復興まちづくり条例」が成⽴。
 条例では、ビジョンで掲げた「2040年ゼロカーボン達成」を明記した上で、町内事業

者に対し毎年度のエネルギー消費量の報告を、 町内エネルギー事業者に対しエネ
ルギー供給量に関する情報提供を求めることとしている。



下野上地区におけるスマートコミュニティの構築

 現在、特定復興再⽣拠点に指定されている下野上地区について、⾃営線を整備
し、大熊中学校跡地に建設するメガソーラーによる電⼒を域内に供給するスマート
コミュニティ事業を計画中。

 駅⻄エリアでは、産業交流のための施設や商業施設を建設。両者ともZEB 
Ready以上レベルの建物を目指す予定。

 駅東エリアには、産業交流施設で働く単⾝者の入居を想定した再⽣賃貸住宅を
整備（約80⼾）。

【下野上地区スマートコミュニティ計画の概要】

駅東エリア
•再⽣賃貸住宅を整備
•約80⼾、産業交流施設で働く
単⾝者の入居を想定

大熊中学校跡地
• ３MWのメガソーラーを設置。駅⻄・駅東エリ
アに電⼒を供給。

• 大型蓄電池を設置するとともに、余剰電⼒を
水素転換する設備を導入予定。

系統との連系点。
高圧一括受電を予定

駅⻄エリア
•産業交流施設・商業施
設を建設。EMS、太陽
光発電、燃料電池を設
置し、両者ともZEB 
Ready以上を目指す。

•廃炉関連のテナント需要
を⾒込み、早期に整備

⾃営線（架空）
⾃営線（埋設）

6※このほか、産業団地への再エネ電気の供給についても検討中。
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今後の予定について 

 

 

11 月１日 第１回検討会  

 大熊町の現在の取組について報告 

 ゼロカーボンビジョンの算定範囲及び評価方法につ

いて議論 

 

12 月 20 日 第２回検討会  

 前回の議論を踏まえ、ゼロカーボンビジョンの算定範

囲及び評価方法を決定 

 2020 年度における大熊町の CO2 排出状況の報告 

※ 昨年度作成したビジョンについて、今年度の議論を

反映させた上で、文章に落とし込む予定 

資料４ 


